（別添１）介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業
契約書例
「令和３年度新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業の実施について」（令和３年４月８日老発０４０８第１号厚生労働省老健局長通知）の別紙「令和３年度新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）３（３）の事業（以下「助成金」という。）の申請受付及び支払に関連した事務に関し、●●県（以下「甲」という。）と●●県国民健康保険団体連合会（以下「乙」という。）との間に、次のとおり契約を締結する。
（委託業務）
第1条 甲は助成金の申請受付及び支払に関連した事務を乙に委託し、乙は、これを受託する。
２　前項に定める事務は、実施要綱３（３）による助成金の申請受付及び支払とし、甲が介護サービス事業所・施設に直接行う支払、交付額の決定に係る審査及び支払後の精算その他の債権管理及び回収に係る事務については、含まれないものとする。
（迅速かつ適正な事務処理）
第2条 乙は、甲から前条の規定による事務の委託を受けたときは、迅速かつ適正に助成金の申請受付及び支払に関連した事務を行うものとする。
（委託料及び支払方法）
第3条 助成金の申請受付及び支払に関連した事務の委託料は、金●円（うち消費税及び地方消費税額●円）の範囲内でこの委託業務の実施に要した経費（人件費、備品費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料及び損料、会議費、雑役務費、委託費、一般管理費、消費税及び地方消費税）の合計額とする。
２　乙は、前項の委託料について、毎月●日までに、様式〇の～～により、甲に請求するものとし、甲は、毎月●日までに、その額を、乙に支払うものとする。
（委託期間）
第4条 この契約の委託期間は、令和３年●●月●●日（契約の開始日）から令和４年３月31日までとする。
（業務の内容　申請受付）
第5条 乙は、毎月末日までに、介護サービス事業所・施設からの送信【光ディスクの郵送を受け付ける場合】又は磁気媒体の郵送により、～の様式による申請書（以下単に「申請書」という。）を受け付ける。
２　乙は、申請に係る情報のうち、甲の支払決定に必要なものを抽出し、支払可の介護サービス事業所・施設（申請書様式●）と支払不可の介護サービス事業所・施設に分類した一覧を作成する。
３　乙は、前項の一覧、申請書及び支払不可の介護サービス事業所・施設の情報を、申請を受けた月の翌月の●日までに甲に送付しなければならない。
（業務の内容　助成金の払込）
第6条 甲は、前条の一覧、申請書及び支払不可の介護サービス事業所・施設の情報の送付を受けたときは、速やかに支払決定に係る審査を行うとともに交付額を決定し、その結果を、毎月●日までに、申請を行った介護サービス事業所・施設に送付する。
２　甲は、前項の決定の後、乙に対し、同月●日までに支払決定した介護サービス事業所・施設及び交付額の一覧を送付したうえで、同月●日までに交付額の合計額を支払うものとする。
（業務の内容　介護サービス事業所・施設への支払）
第7条 乙は、前条の一覧の送付及び支払を受けたときは、速やかに、当該一覧に従い、一覧に掲載された介護サービス事業所・施設に支払通知書を送信又は郵送するとともに、第５条の受付の翌月の●日までに入金されるよう、金融機関に当該介護サービス事業所・施設宛ての支払指示を行う。
（業務の内容　助成金の払込の報告）
第8条 乙は、前条の支払を行った月の翌月の●日までに、支払を行った月の介護サービス事業所・施設毎の支払額を、甲に報告する。
（契約保証金）
第9条 甲は、乙の契約保証金については、免除する。
（再委託）
第10条 乙は、委託業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる際は、あらかじめ甲の承認を得るものとする。ただし、委託業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。
（業務の報告）
第11条 甲は、必要があると認めるときに、乙の関係帳簿を閲覧し、又は乙に必要な説明を求め、若しくは報告を求めることができるものとする。
（契約の解除）
第12条 この契約において、当事者のいずれか一方がこの契約による義務を履行しないため、その業務の遂行に著しい支障を来し、又は来すおそれがあると認めるときは、対応する相手方は、●か月間の予告期間をもって、この契約を解除することができるものとする。
（業務の遂行）
第13条 乙は、天災その他やむを得ない理由により、委託業務の遂行が困難となったときは、速やかにその旨を申し出るものとする。
（個人情報の保護）
第14条 乙は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「〇〇（都道府県ごとの個人情報規定を添付）」を守らなければならない。
（疑義等の解決）
第15条 この契約に定める事項に疑義を生じた場合、又はこの契約に定めのない事項については、甲、乙協議のうえ、決定する。
　この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所持する。
令和３年●●月●●日
　　　　　　　　　　　　　　甲　●●県
　　　　　　　　　　 　　 　　  代表者　●●県知事《　　名　　　前　　》
　　　　　　　　　　　　　　乙　《　　住　　　　　　　　　　　　所　　》
　　　　　　　　　　　　　　　　●●県国民健康保険団体連合会
　　　　　　　　　　 　　 　　  代表者　理　事　長《　　名　　　前　　》
